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「ユビキタスネット社会の制度問題検討会」開催要項（案） 
 

 

１． 目的 

ユビキタスネット社会が進展していく中、新しい技術・サービスの出現とともに社会経済的環境の変

化が著しい。このような時代の変化を踏まえて一昨年３月から１２月にかけて開催された「u-Japan 政

策懇談会」では、環境変化に伴い現在あるいは将来的に課題となりうる１００の項目をピックアップして

いる。もっとも、それら１００の課題への対応が既存の制度によって適切に担保されているのか不断の

検討が必要であるとともに、社会変化とともに課題の位置付けおよび状況が変化する点も看過できな

く、新しい技術・サービスの普及過程において、現行制度等では想定していなかった種々な問題が発

生する可能性がある。 

このような認識の下に、制度の観点から今後のユビキタスネット社会に向けた環境変化の中で時代

の流れに即応することを目的として、課題を整理し、対応のあり方等について検討する。 

 

２． 名称 

本検討会の名称は「ユビキタスネット社会の制度問題検討会」とする。 

 

３． 検討事項 

 本会は、以下の事項について検討する。 

（１） ユビキタスネット社会が進展することにより想定される環境変化について 

（２） 環境変化に伴い生じる可能性のある新たな課題について 

（３） 新たな課題に関連して発生することが想定される制度的課題について 

（４） 既存制度に関する問題点の把握と将来像について 

 

４． 構成及び運営 

（１） 本会は、情報通信政策局長の検討会として開催する。 

（２） 本会の構成員は、別紙のとおりとする。 

（３） 本会には、座長及び座長代理を置く。 

（４） 座長は、検討会構成員の互選により定め、座長代理は、座長が指名する。 

（５） 座長代理は、座長を補佐し、座長が不在のときは座長に代わって本会を招集し、主宰する。 

（６） その他本会の運営に必要な事項は、座長が定めるところによる。 

 

５． 開催期間 

本会の開催期間は、平成 18 年 2 月から平成 18 年 8 月を目途とする。 

 

６． 庶務 

本検討会の庶務は、情報通信政策研究所の協力を得つつ情報通信政策局総合政策課が行う。 
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